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13 参考 

 

１ 申請書等に記入するコード表 

   (１)  都道府県コード 

00 国土交通大臣 17 石川県知事 33 岡山県知事 51 北海道知事（石狩） 

02 青森県知事 18 福井県知事 34 広島県知事 52 北海道知事（渡島） 

03 岩手県知事 19 山梨県知事 35 山口県知事 53 北海道知事（檜山） 

04 宮城県知事 20 長野県知事 36 徳島県知事 54 北海道知事（後志） 

05 秋田県知事 21 岐阜県知事 37 香川県知事 55 北海道知事（空知） 

06 山形県知事 22 静岡県知事 38 愛媛県知事 56 北海道知事（上川） 

07 福島県知事 23 愛知県知事 39 高知県知事 57 北海道知事（留萌） 

08 茨城県知事 24 三重県知事 40 福岡県知事 58 北海道知事（宗谷） 

09 栃木県知事 25 滋賀県知事 41 佐賀県知事 59 北海道知事（オホ） 

10 群馬県知事 26 京都府知事 42 長崎県知事 60 北海道知事（胆振） 

11 埼玉県知事 27 大阪府知事 43 熊本県知事 61 北海道知事（日高） 

12 千葉県知事 28 兵庫県知事 44 大分県知事 62 北海道知事（十勝） 

13 東京都知事 29 奈良県知事 45 宮崎県知事 63 北海道知事（釧路） 

14 神奈川県知事 30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事 64 北海道知事（根室） 

 

 

15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事  

16 富山県知事 32 島根県知事    

 

   (２)  市区町村コード（奈良県内のみ） 

市 区 町
村ｺｰﾄﾞ 

市区町村名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 区 町
村ｺｰﾄﾞ 

市区町村名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 区 町
村ｺｰﾄﾞ 

市区町村名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 区 町
村ｺｰﾄﾞ 

市区町村名 

 

    市       町 町 村 

29201 奈良市 29342 平群町 29441 吉野町 29322 山添村     

29202 大和高田市 29343 三郷町   29442 大淀町 29385 曽爾村   

29203 大和郡山市 29344 斑鳩町   29443 下市町 29386 御杖村   

29204 天理市 29345 安堵町        29402 明日香村   

29205 橿原市 29361 川西町         29444 黒滝村     

29206 桜井市 29362 三宅町        29446 天川村   

29207 五條市  29363 田原本町      29447 野迫川村   

29208 御所市 29401 高取町   29449 十津川村   

29209 生駒市  29424 上牧町     29450 下北山村   

29210 香芝市  29425 王寺町        29451 上北山村   

29211 葛城市 29426 広陵町         29452 川上村     

29212 宇陀市 29427 河合町       29453 東吉野村   
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２ 宅地建物取引業法 （抜粋） 
 

(免許) 

第三条 宅地建物取引業を営もうとする者は、二以上

の都道府県の区域内に事務所(本店、支店その他の政

令で定めるものをいう。以下同じ。)を設置してその

事業を営もうとする場合にあつては国土交通大臣

の、一の都道府県の区域内にのみ事務所を設置して

その事業を営もうとする場合にあつては当該事務所

の所在地を管轄する都道府県知事の免許を受けなけ

ればならない。 

２ 前項の免許の有効期間は、五年とする。 

３ 前項の有効期間の満了後引き続き宅地建物取引業

を営もうとする者は、免許の更新を受けなければな

らない。 

４ 前項の免許の更新の申請があつた場合において、

第二項の有効期間の満了の日までにその申請につい

て処分がなされないときは、従前の免許は、同項の

有効期間の満了後もその処分がなされるまでの間

は、なお効力を有する。 

５ 前項の場合において、免許の更新がなされたとき

は、その免許の有効期間は、従前の免許の有効期間

の満了の日の翌日から起算するものとする。 

６ 第一項の免許のうち国土交通大臣の免許を受けよ

うとする者は、登録免許税法(昭和四十二年法律第三

十五号)の定めるところにより登録免許税を、第三項

の規定により国土交通大臣の免許の更新を受けよう

とする者は、政令の定めるところにより手数料を、

それぞれ納めなければならない。 
 

(免許の基準) 

第五条 国土交通大臣又は都道府県知事は、第三条第

一項の免許を受けようとする者が次の各号のいずれ

かに該当する場合又は免許申請書若しくはその添付

書類中に重要な事項について虚偽の記載があり、若

しくは重要な事実の記載が欠けている場合において

は、免許をしてはならない。 

一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

二 第六十六条第一項第八号又は第九号に該当する

ことにより免許を取り消され、その取消しの日か

ら五年を経過しない者 (当該免許を取り消された

者が法人である場合においては、当該取消しに係

る聴聞の期日及び場所の公示の日前六十日以内に

当該法人の役員(業務を執行する社員、取締役、執

行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問、

その他いかなる名称を有する者であるかを問わ

ず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執

行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む。以下この条、

第十八条第一項、第六十五条第二項及び第六十六

条第一項において同じ。)であつた者で当該取消し

の日から五年を経過しないものを含む。) 

三 第六十六条第一項第八号又は第九号に該当する

として免許の取消処分の聴聞の期日及び場所が公

示された日から当該処分をする日又は当該処分を

しないことを決定する日までの間に第十一条第一

項第四号又は第五号の規定による届出があつた者

(解散又は宅地建物取引業の廃止について相当の

理由がある者を除く。)で当該届出の日から五年を

経過しないもの 

四 前号に規定する期間内に合併により消滅した法

人又は第十一条第一項第四号若しくは第五号の規

定による届出があつた法人(合併、解散又は宅地建

物取引業の廃止について相当の理由がある法人を

除く。)の前号の公示の日前六十日以内に役員であ

つた者で当該消滅又は届出の日から五年を経過し

ないもの 

五 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなつた日から五

年を経過しない者 

六 この法律若しくは暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律(平成三年法律第七十七号)の

規定(同法第三十二条の二第七項の規定を除く。第

十八条第一項第七号及び第五十二条第七号ハにお

いて同じ。)に違反したことにより、又は刑法(明

治四十年法律第四十五号 )第二百四条、第二百六

条、第二百八条、第二百八条の三、第二百二十二

条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為

等処罰に関する法律(大正十五年法律第六十号)の

罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、そ

の刑の執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなつた日から五年を経過しない者 

七 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第二条第六号に規定する暴力団員又は同号に規

定する暴力団員でなくなつた日から五年を経過し

ない者(以下「暴力団員等」という。) 

八 免許の申請前五年以内に宅地建物取引業に関し

不正又は著しく不当な行為をした者 
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九 宅地建物取引業に関し不正又は不誠実な行為を

するおそれが明らかな者 

十 心身の故障により宅地建物取引業を適正に営む

ことができない者として国土交通省令で定めるも

の 

十一 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しな

い未成年者でその法定代理人が前各号のいずれか

に該当するもの 

十二 法人でその役員又は政令で定める使用人のう

ちに第一号から第十号までのいずれかに該当する

者のあるもの 

十三 個人で政令で定める使用人のうちに第一号か

ら第十号までのいずれかに該当する者のあるもの  

十四 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

十五 事務所について第三十一条の三に規定する要

件を欠く者 

２ 国土交通大臣又は都道府県知事は、免許をしない

場合においては、その理由を附した書面をもつて、

申請者にその旨を通知しなければならない。 
 

(宅地建物取引士の登録) 

第十八条 試験に合格した者で、宅地若しくは建物の

取引に関し国土交通省令で定める期間以上の実務の

経験を有するもの又は国土交通大臣がその実務の経

験を有するものと同等以上の能力を有すると認めた

ものは、国土交通省令の定めるところにより、当該

試験を行つた都道府県知事の登録を受けることがで

きる。ただし、次の各号のいずれかに該当する者に

ついては、この限りでない。 

一 宅地建物取引業に係る営業に関し成年者と同一

の行為能力を有しない未成年者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

三 第六十六条第一項第八号又は第九号に該当す

る 

 ことにより第三条第一項の免許を取り消され、そ 

の取消しの日から五年を経過しない者 (当該免許 

を取り消された者が法人である場合においては、 

当該取消しに係る聴聞の期日及び場所の公示の日 

前六十日以内にその法人の役員であつた者で当該 

取消しの日から五年を経過しないもの) 

四 第六十六条第一項第八号又は第九号に該当する

として免許の取消処分の聴聞の期日及び場所が公

示された日から当該処分をする日又は当該処分を

しないことを決定する日までの間に第十一条第一

項第五号の規定による届出があつた者 (宅地建物

取引業の廃止について相当の理由がある者を除

く。)で当該届出の日から五年を経過しないもの 

五 第五条第一項第四号に該当する者 

六 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなつた日から五

年を経過しない者 

七 この法律若しくは暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律の規定に違反したことによ

り、又は刑法第二百四条、第二百六条、第二百八

条、第二百八条の三、第二百二十二条若しくは第

二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関す

る法律の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せ

られ、その刑の執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなつた日から五年を経過しない者  

八 暴力団員等 

九 第六十八条の二第一項第二号から第四号まで又

は同条第二項第二号若しくは第三号のいずれかに

該当することにより登録の消除の処分を受け、そ

の処分の日から五年を経過しない者 

十 第六十八条の二第一項第二号から第四号まで又

は同条第二項第二号若しくは第三号のいずれかに

該当するとして登録の消除の処分の聴聞の期日及

び場所が公示された日から当該処分をする日又は

当該処分をしないことを決定する日までの間に登

録の消除の申請をした者 (登録の消除の申請につ

いて相当の理由がある者を除く。)で当該登録が消

除された日から五年を経過しないもの 

十一 第六十八条第二項又は第四項の規定による禁

止の処分を受け、その禁止の期間中に第二十二条

第一号の規定によりその登録が消除され、まだそ

の期間が満了しない者 

十二 心身の故障により宅地建物取引士の事務を適

正に行うことができない者として国土交通省令で

定めるもの 

２ 前項の登録は、都道府県知事が、宅地建物取引士

資格登録簿に氏名、生年月日、住所その他国土交通

省令で定める事項並びに登録番号及び登録年月日を

登載してするものとする。 
 

(営業保証金の供託等) 

第二十五条 宅地建物取引業者は、営業保証金を主た
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る事務所のもよりの供託所に供託しなければならな

い。 

２ 前項の営業保証金の額は、主たる事務所及びその

他の事務所ごとに、宅地建物取引業者の取引の実情

及びその取引の相手方の利益の保護を考慮して、政

令で定める額とする。 

３ 第一項の営業保証金は、国土交通省令の定めると

ころにより、国債証券、地方債証券その他の国土交

通省令で定める有価証券(社債、株式等の振替に関す

る法律(平成十三年法律第七十五号)第二百七十八条

第一項に規定する振替債を含む。)をもつて、これに

充てることができる。 

４ 宅地建物取引業者は、営業保証金を供託したとき

は、その供託物受入れの記載のある供託書の写しを

添附して、その旨をその免許を受けた国土交通大臣

又は都道府県知事に届け出なければならない。  

５ 宅地建物取引業者は、前項の規定による届出をし

た後でなければ、その事業を開始してはならない。  

６ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第三条第一項

の免許をした日から三月以内に宅地建物取引業者が

第四項の規定による届出をしないときは、その届出

をすべき旨の催告をしなければならない。 

７ 国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の催告が

到達した日から一月以内に宅地建物取引業者が第四

項の規定による届出をしないときは、その免許を取

り消すことができる。 

８ 第二項の規定に基づき政令を制定し、又は改廃す

る場合においては、その政令で、営業保証金の追加

の供託又はその取戻しに関して、所要の経過措置(経

過措置に関し監督上必要な措置を含む。)を定めるこ

とができる。 
 

(宅地建物取引士の設置) 

第三十一条の三 宅地建物取引業者は、その事務所そ

の他国土交通省令で定める場所 (以下この条及び第

五十条第一項において「事務所等」という。)ごとに、

事務所等の規模、業務内容等を考慮して国土交通省

令で定める数の成年者である専任の宅地建物取引士

を置かなければならない。 

２ 前項の場合において、宅地建物取引業者(法人であ

る場合においては、その役員(業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。))が

宅地建物取引士であるときは、その者が自ら主とし

て業務に従事する事務所等については、その者は、

その事務所等に置かれる成年者である専任の宅地建

物取引士とみなす。 

３ 宅地建物取引業者は、第一項の規定に抵触する事

務所等を開設してはならず、既存の事務所等が同項

の規定に抵触するに至つたときは、二週間以内に、

同項の規定に適合させるため必要な措置を執らなけ

ればならない。 
 

(証明書の携帯等) 

第四十八条 宅地建物取引業者は、国土交通省令の定

めるところにより、従業者に、その従業者であるこ

とを証する証明書を携帯させなければ、その者をそ

の業務に従事させてはならない。 

２ 従業者は、取引の関係者の請求があつたときは、

前項の証明書を提示しなければならない。  

３ 宅地建物取引業者は、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、その事務所ごとに、従業者名簿を備え、

従業者の氏名、第一項の証明書の番号その他国土交

通省令で定める事項を記載しなければならない。  

４ 宅地建物取引業者は、取引の関係者から請求があ

つたときは、前項の従業者名簿をその者の閲覧に供

しなければならない。 
 

(帳簿の備付け) 

第四十九条 宅地建物取引業者は、国土交通省令の定

めるところにより、その事務所ごとに、その業務に

関する帳簿を備え、宅地建物取引業に関し取引のあ

つたつど、その年月日、その取引に係る宅地又は建

物の所在及び面積その他国土交通省令で定める事項

を記載しなければならない。 
 

(標識の掲示等) 

第五十条 宅地建物取引業者は、事務所等及び事務所

等以外の国土交通省令で定めるその業務を行う場所

ごとに、公衆の見やすい場所に、国土交通省令で定

める標識を掲げなければならない。 

２ 宅地建物取引業者は、国土交通省令の定めるとこ

ろにより、あらかじめ、第三十一条の三第一項の国

土交通省令で定める場所について所在地、業務内容、

業務を行う期間及び専任の宅地建物取引士の氏名を

免許を受けた国土交通大臣又は都道府県知事及びそ

の所在地を管轄する都道府県知事に届け出なければ

ならない。 
                                           
 


